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き下げと、定額部分（基礎年金相当部分）についての給付開始年齢の 60 歳から 65 歳への
段階的な引き上げが、2000 年の法改正では在職老齢年金制度の 60 歳代後半層への適用と、
報酬比例部分についても給付開始年齢の 60歳から 65歳への段階的な引き上げ、 そして 2004
年の法改正では 70 歳以上の高所得者についても年金給付の抑制が決定された。 2004 年の法





















受給額の調整が労働供給に影響を与えるという構造を明示的にモデルに組み込んだより構  - 2 -












2000 年から 2004 年に変更された公的年金制度として、まず 1994 年の年金法改正に基
づき 2001 年より開始された、特別支給の老齢厚生年金の定額部分の支給開始年齢の引き上
げが挙げられる。具体的には、それまで 60 歳から支給されていた老齢厚生年金の定額部分
が、2001 年 4 月 2 日以降に 60 歳を迎える男性について、支給開始年齢が 3 年ごとに 1 歳ず
つ 60 歳から 65 歳に引き上げられることとなった
2。2000 年から 2004 年において、受給開
始年齢の引き上げに直面した人は、2001 年 4 月 2 日から 2003 年 4 月 1 日までに 60 歳を迎
える男性（開始年齢 61 歳）と、2003 年 4 月 2 日から 2005 年 4 月 1 日までに 60 歳を迎える
男性（開始年齢 62 歳）であるから、我々の用いる 2004 年時点のデータにおいて、実際に
受給できなくなったのは 1943 年４月 2 日以降に生まれた 61 歳および 60 歳の人となる。 
もうひとつの制度変更は、 2000 年の法改正による在職老齢年金制度の 60 歳代後半層へ
の適用である。それまで 60 歳代後半層の年金は賃金所得額にかかわらず全額支給されてい
たが、2002 年 4 月 1 日以降に 65 歳を迎える人々に対しては、70 歳になるまで、賃金（総
報酬月額）と老齢厚生年金（報酬比例部分）の合計額が 48 万円を上回る場合、老齢厚生年
金の減額措置が適用されることになった。ただし、基礎年金については支給停止されず全
額支給される。この制度変更は 2002 年から実施され、2006 年には（4 月 2 日生まれ以降の）
69 歳も在職老齢年金制度の対象となる。2004 年時点では、65 歳から 66 歳と 67 歳の一部の
人（4 月 2 日生まれ以降）がこの制度の適用対象となっている。 
図 1 は、55 歳当時雇用者であった男性サンプルの就業率（パート等含む）ならびにフ
ルタイム就業率と調査時点の年齢との関係をプロットしたものである。2004 年の調査時点
において、老齢厚生年金定額部分の支給開始年齢引き上げに直面していたのは、60 歳なら
びに 61 歳の一部であるが、少なくとも 60 歳については、2000 年時点の同年齢サンプルに
比べて就業率は 9.0％ポイント、フルタイム就業率も 10.4％ポイントほど高まっている。週
労働時間の分布をみる（図 2）と、それが主に 40 時間以上のフルタイム就業率の増加によ
                                                        
1  詳しくは、第 4 節のデータの説明を参照されたい。 
2  女子については男子よりも 5 年遅れで切替えが行われる。   - 3 -
ってもたらされていることが推察される。 
他方、在職老齢年金の制度変更によって年金の減額措置が適用されるようになったのは
2004 年時点の 65～66 歳ならびに 67 歳の一部である。 このサンプルと 2000 年時点の同年齢
サンプルとを比較すると、とりわけ 66 歳と 67 歳でフルタイム就業率が 10％ポイントも低
くなっていることがわかる（図 1） 。一方、65 歳については、就業率・フルタイム就業率と
もに 2004 年の方が高くなっている。これについては、￿65 歳定年を定める事業所の全事業
所に占める割合が、2001 年以降増していること（図 4） 、￿2004 年に『高年齢者等の雇用の





























































                                                        
3  就業形態を 4 つに分類する際は、樋口・山本（2002）に倣い、以下のように設定した。フルタイム就業
とパートタイム就業の区別については、厚生労働省『毎月勤労統計調査』をもとに、通常の労働時間を 154
時間/月とし、その 3/4 の労働時間（115.5 時間）に満たないものをパートタイム就業とみなした。就業希
望（広義の失業）と非就業の区別については、就業を希望しながらも「適当な職が見つからない」ことを
理由に職に就けていない場合を就業希望と定義し、その他を非就業とした。 
4  同調査の 2004 年のデータについては、 年金に関する設問が厚生年金とそれ以外に分類されていないため、
本稿で用いる本来年金額ならびに在職老齢年金による年金支給停止額変数を正確に推計することが困難で
あることから、その利用を断念している。   - 5 -
応じた在職老齢年金制度による期待年金支給停止額（Ｌ） 、そして失業の場合には失業給付


























i（Ｚi(t)、Ｘi(t)）+εi(r,t)          （ １ ）  













回避するために、本稿では Heckman(1979)の 2 段階法を応用し、１段階目の就業率関数とし
                                                        




ある。 なお、 学歴については、 『高年齢者就業実態調査 （個人票） 』2004 年調査では質問されていないため、



















ない。そこで、樋口・山本（2002）に倣い、60 歳から 64 歳層について、失業給付を推定フ















                                                        
7  ここでは就業時間によって就業形態を区分しているため、多項ロジットではなく、順序ロジットを採用
した。 




こでは多項ロジットではなく、コンディショナル・ロジットに基づく推計を行う。   - 7 -










査および 2004 年調査の調査時点における 55～69 歳の男性サンプルで、 55 歳当時雇用者
11で
あった者に限定する




プル数は 2000 年調査で 4,374 人、2004 年調査で 5,504 人となった。利用する変数の基本統
計量については、表 1-1 および表 1-2 を参照されたい。 
そのほか、分析で利用するいくつかの変数についての説明を加えておく。 









                                                        
10  通常のハウスマン検定では、検定にいくつかの限界があるため、本稿では Seemingly unrelated 
estimation を用い IIA の検定を行った。 
11  誘導形モデルでは、厚生年金の制度改正の効果を 2 時点における同一年齢グループの比較から推計する
のであるから、本来ならば厚生年金保険加入者のみを分析対象とするべきであるが、調査項目からその情
報は得られない。そこで、次善の策として、2000 年度については 55 歳当時民間企業雇用者、2004 年度に
ついては 55 歳当時雇用者サンプル（官公庁勤務も含む）に限定して分析を行っている。2004 年度調査で
は、55 歳当時勤務先についての民間・官公庁の別で質問しておらず、また受給年金額を年金保険の種類別




13  2004 年調査では、受給年金に関する質問項目の変更に伴い、受給年金額について年金の種別に分けるこ
とが不可能であり、 「本来もらえるべき厚生年金の受給満額」および「在職老齢年金制度による（推計）減
額」を識別することができない。そのため、構造的モデルでは 2000 年調査のみを用い推計する。 
14  2000 年時点では、60 歳代後半に在職老齢年金制度が適用されていなかったため、この判断方法が可能
である。   - 8 -
金を含む）の受給額が含まれている
15。2000 年度分析サンプルは 55 歳当時民間企業雇用者
に限定しているため、共済年金の受給額を回答している人は、おそらく 55 歳以前に共済年
金加入期間があったものと想定できる。共済年金と厚生年金の併給は可能なため、この点


















ミーと 60-61 歳ダミーの交差項は、 非就業に対してフルタイム就業確率に僅かに有意にプラ
スの影響を、また失業率にわずかに有意にマイナスの影響があることを表している。限界
効果で確かめると、他の変数をコントロールした上で、2000 年時点の 60-61 歳よりも 2004
年時点の 60-61 歳の方が、フルタイム就業確率が有意に 6.6％ポイント増加、失業確率は有
意に 3.2%ポイント減少している。 
これに対して、60 歳代後半の在職老齢年金制度の効果を測った 2004 年調査ダミーと
65-67 歳ダミーの交差項は、非就業に対してフルタイム就業確率に僅かにマイナス、また失
業確率に僅かにプラスの効果があることを表している。限界効果をみると、他の変数をコ




                                                        
15  ただし、2004 年度では年金保険の種類別に年金額を質問していないため、このような分類が不可能で
ある。そこで、次善の策として、厚生年金受給資格者については「その他の公的年金・企業年金受給額」
はゼロと仮定し、非受給資格者については、質問項目における公的年金受給額総額（国民年金、厚生年金、






























本節では、上記の推計結果に基づき、2000 年法改正による在職老齢年金制度と 94 年法
改正による年金支給開始年齢引き上げが男性高年齢者の就業形態選択行動に与える影響を
シミュレートする。表 3 の構造的就業形態選択関数の推計に基づくシミュレーションの結
果と、表 2 の誘導形の就業形態選択関数の推定に基づく限界効果を示したものが表 6 であ
る。 
まず、特別支給の厚生年金における定額部分の支給開始年齢の引き上げが各就業形態
                                                        
16  ハウスマン検定の結果、 「基本推計の係数と失業カテゴリーを除外して行った推計の係数は同じである」
という帰無仮説は棄却されなかった（chi2( 53) =53.73、  Prob > chi2 =0.4462） 。   - 10 -
の選択確率に与える影響について見ていこう（表 6 上段） 。シミュレーションの結果では、
















幅を比較すると、誘導形のほうがはるかに大きく推計されている（表 6 下段） 。これについ




おいて 65~67 歳ダミーを 1 歳刻みのダミーに置き換えると、65 歳のグループについては、












                                                        
17  厚生労働省 『雇用管理調査』 によると、 再雇用あるいは勤務延長制度をもつ企業比率は 2000 年の 59.6%
から 2004 年には 71.6%に増加している。   - 11 -
年と 2004 年の統合データを用いた誘導形の就業形態決定関数では、その間に起こった労働
供給側のさまざまな制度変更の影響を考慮することができないことを考えると、構造的就





60 歳から 64 歳層についての結果は表 7 を、65 歳から 69 歳層についての結果は表 8 を、そ
れぞれ参照されたい。 
まず、60 歳代前半の労働供給に与える制度変更として、4 つのケースを想定した。ケ
ース 1 は、先述の厚生年金の定額部分の引き上げの効果を、60 歳から 64 歳層の就業確率の
変化として捉えたものである。ケース 2 は、2013 年に完了予定されている厚生年金定額部
分の支給開始年齢 65 歳への引き上げの効果について、ケース 3 では、2025 年に完了予定さ
れている報酬比例部分を含めた厚生年金の支給開始年齢 65 歳への引き上げの効果について





の制度が依然として就業を抑制する効果を持つと考えられる（図 6） 。 
フルタイム就業確率の変動を見ると、ケース 2 では 5.17％ポイントの上昇、ケース 3
では 11.95％ポイントの上昇、ケース 4 では 4.37%ポイントの上昇が確認できる。ケース 2
とケース 3 の違いは、ケース 2 では報酬比例部分の厚生年金が受給可能である一方、ケー
ス 3 では厚生年金の受給額が 0 となるところであり、厚生年金受給の所得効果が正である
ことを想定すると、 ケース 3 の上昇幅が大きいことは、 予想と整合的な結果を示している。
また、ケース 3 とケース 4 の違いは、まったく厚生年金を受給できないか（ケース 3） 、厚
生年金満額を受給できるか（ケース 4）である。同様に、年金受給による所得効果が正であ
ることを想定すると、ケース 3 でのフルタイム就業確率の上昇幅はケース 4 よりも大きく
なるはずであり、ここでも整合的な結果が示されている。 











60 歳代後半の在職老齢年金制度導入の効果について、表 8 のケース 1 では、2000 年か
ら 2004 年におきた制度変更について、65 歳から 69 歳の就業確率の視点からシミュレート










































   error ) ; Y , H ( U ) Y , H ( U + α =     （１） 
ここでは、 0 Y / U , 0 H / U > ∂ ∂ < ∂ ∂ となる。次に、w＝期待賃金（時間給） 、H＝労働時間、N=
非労働所得であるとすると、予算制約は Y(H,P)=wH+N  （２）と現すことができる。効用
関数（１）式については具体的に次のような定式化を想定する（Kean and Moffitt〔1998〕 ） 。  




HH + β + β − β − + α =     （３） 




1 X α = α    （４） 




ln(w)=X3δ＋εw     （５） 
 
したがって、推定するフルモデルは、 （５）式の推定から得られた w の推定値w ˆ を代入した
（２） 、ならびに（４）を（３）式に代入したものとなる。すなわち、 




f HH f 1 Y H Y H Y * HX ) f ( U ε + β + β − β − + α =      （ ６ ）  




p HH p 1 Y H Y H Y * HX ) p ( U ε + β + β − β − + α =  
r
2
r YY r Y Y ) r ( U ε + β − =  
（６）に示される４つの式における各誤差項が互いに独立な極限分布に従うと想定すると、
各形態を選択する確率は本文における分析と同様、コンディショナル・ロジットの形で現
されることになり、それを最尤法を用いて推定した結果が Appendix 表 9~11 と Appendix 図
7~8 である。   - 15 -




















資料出所： 『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000 年、2004 年。 
 















資料出所： 『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000 年、2004 年。   - 16 -














資料出所： 『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000 年、2004 年。 
 


















資料出所： 『雇用管理調査』 （各年については、その年の 1 月に調査を実施） 。 
60 歳以上定年義務化は 1998 年 4 月から。   17
表 1－1  誘導形就業形態選択関数に用いた変数の記述統計量（2000 年-2004 年） 
2 0 0 0 - 2 0 0 4 年 平 均標 準 偏 差平 均標 準 偏 差平 均標 準 偏 差平 均標 準 偏 差
年齢 59.53 3.67 63.81 3.34 63.36 3.40 65.06 2.99
厚生年金受給資格（＝1） 33.3% 0.47 74.8% 0.43 70.8% 0.45 74.8% 0.43
その他の公的年金（万円） 0.71 3.45 2.85 6.92 2.95 7.27 4.54 8.89
私的年金（万円） 0.10 0.96 0.20 1.19 0.29 1.84 0.47 2.34
非賃金収入（年金を除く）（万円） 1.13 7.73 0.98 5.65 3.02 7.76 1.17 7.07
健康状態（悪い=1） 12.7% 0.33 21.4% 0.41 19.1% 0.39 50.9% 0.50
定年経験あり 25.3% 0.43 65.2% 0.48 67.8% 0.47 69.7% 0.46
55歳当時の企業規模
小企業 44.4% 0.50 40.9% 0.49 36.2% 0.48 39.6% 0.49
中企業 27.5% 0.45 25.6% 0.44 33.0% 0.47 28.4% 0.45
大企業 28.1% 0.45 33.6% 0.47 30.8% 0.46 32.1% 0.47
55歳当時の職種
専門・技術 14.7% 0.35 14.8% 0.36 11.7% 0.32 12.5% 0.33
管理 19.0% 0.39 17.1% 0.38 22.4% 0.42 24.0% 0.43
事務 8.9% 0.29 8.4% 0.28 9.6% 0.30 8.7% 0.28
販売 7.8% 0.27 6.8% 0.25 7.3% 0.26 5.0% 0.22
サービス 4.3% 0.20 3.8% 0.19 3.0% 0.17 3.9% 0.19
保安 1.8% 0.13 2.5% 0.16 1.9% 0.14 2.3% 0.15
運輸・通信 10.6% 0.31 13.2% 0.34 10.6% 0.31 9.7% 0.30
生産工程・労務（レファレンス） 31.7% 0.47 31.9% 0.47 32.0% 0.47 32.5% 0.47
農林漁 1.2% 0.11 1.4% 0.12 1.3% 0.11 1.4% 0.12
都道府県別有効求人倍率 79.1% 0.26 80.3% 0.25 77.3% 0.25 78.4% 0.25
5歳階級別完全失業率 555.3% 2.16 621.3% 2.41 645.8% 2.61 574.8% 2.32
首都圏ダミー 28.3% 0.45 32.4% 0.47 31.9% 0.47 29.3% 0.46
サンプル数 5044 1197 1214 2423
資料出所：『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000
フルタイム就業 パートタイム就業 広義失業（就業希望） 非就業
   18
表 1－2  構造的な就業形態選択関数に用いた変数の記述統計量（2000 年のみ） 
2000年 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差
年齢 59.75 3.72 63.79 3.32 62.99 3.32 65.12 2.93
厚生年金受給資格（50歳代=0） 32.4% 46.8% 78.7% 0.41 74.1% 0.44 85.8% 0.35
その他の公的年金（万円） 1.0 3.9 3.03 6.62 2.42 6.04 3.44 6.93
私的年金（万円） 0.0 0.4 0.08 0.81 0.18 1.45 0.25 1.65
非賃金収入（年金を除く）（万円） 1.1 6.1 1.27 4.85 5.06 9.47 1.58 6.13
健康状態（悪い=1） 12.4% 33.0% 22.0% 0.41 18.3% 0.39 52.7% 0.50
定年経験あり 24.6% 43.1% 65.3% 0.48 71.0% 0.45 74.1% 0.44
学歴
中学卒業もしくは同程度 40.8% 0.49 43.9% 0.50 42.0% 0.49 42.8% 0.50
高校・短大卒業もしくは同程度 44.3% 0.50 41.2% 0.49 43.6% 0.50 39.3% 0.49
大学卒業もしくは同程度 14.9% 0.36 14.9% 0.36 14.4% 0.35 17.9% 0.38
55歳当時の企業規模
小企業 48.0% 0.50 42.1% 0.49 38.6% 0.49 41.8% 0.49
中企業 27.8% 0.45 27.8% 0.45 31.4% 0.46 29.2% 0.45
大企業 24.2% 0.43 30.1% 0.46 30.0% 0.46 29.0% 0.45
55歳当時の職種
専門・技術 8.2% 0.27 9.8% 0.30 6.4% 0.25 6.4% 0.25
管理 14.4% 0.35 11.5% 0.32 16.3% 0.37 19.1% 0.39
事務 9.2% 0.29 9.4% 0.29 10.8% 0.31 10.4% 0.30
販売 9.8% 0.30 6.9% 0.25 8.1% 0.27 5.8% 0.23
サービス 4.2% 0.20 2.9% 0.17 2.4% 0.15 3.2% 0.18
保安 1.5% 0.12 2.7% 0.16 1.2% 0.11 1.3% 0.12
運輸・通信 10.4% 0.31 14.4% 0.35 12.7% 0.33 10.7% 0.31
生産工程・労務（レファレンス） 41.0% 0.49 40.0% 0.49 40.3% 0.49 41.7% 0.49
農林漁 1.2% 0.11 2.3% 0.15 1.7% 0.13 1.4% 0.12
都道府県別有効求人倍率 65.2% 0.17 65.1% 0.17 64.1% 0.17 64.3% 0.16
首都圏ダミー 25.8% 0.44 27.8% 0.45 31.7% 0.47 28.6% 0.45
月額賃金実数（万円） 31.76 16.99 12.04 11.36 0 0
60歳以上厚生年金満額（万円） 11.92 9.26 14.62 8.51 14.02 8.99 16.03 8.02
推定フルタイム月額賃金（万円） 29.4 10.2 21.54 6.82 22.40 7.60 20.57 6.4
推定パートタイム月額賃金（万円） 14.2 5.7 9.55 3.99 9.75 3.81 8.33 2.9
推定失業給付額（万円）（60-64歳層） 15.86 9.32 6.44 8.19 7.71 8.63 4.41 7.4
60-64歳の推定在職老齢年金制度による減額 6.39 8.13 8.44 6.19 7.27 6.19 9.58 6.1
サンプル数 2264 478 590 1042
資料出所：『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000年。
フルタイム就業 パートタイム就業 広義失業（就業希望） 非就業
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表 2  誘導形の就業形態選択関数（多項ロジット分析）推計結果（2000 年-2004 年） 
係数 限界効果 標準誤差 係数 限界効果 標準誤差 係数 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差
年齢 -2.179 -0.342 *** 0.098 -1.520 0.007 0.065 -1.004 0.080 0.065 0.255 *** 0.076
年齢二乗 0.015 0.002 *** 0.001 0.011 0.000 0.001 0.007 -0.001 0.001 -0.002 *** 0.001
厚生年金の受給資格 -0.650 -0.127 *** 0.022 -0.068 0.047 *** 0.014 -0.339 0.012 0.013 0.068 *** 0.014
非賃金収入（年金を除く）（万円） -0.027 -0.006 *** 0.001 -0.016 0.000 0.001 0.010 0.004 *** 0.000 0.003 *** 0.001
その他の公的年金・企業年金受給額(万円） -0.080 -0.015 *** 0.002 -0.026 0.004 *** 0.001 -0.031 0.003 *** 0.001 0.009 *** 0.001
個人年金額（万円） -0.108 -0.016 *** 0.005 -0.095 -0.002 0.003 -0.049 0.004 * 0.003 0.013 *** 0.002
健康状態（悪い＝1） -2.133 -0.320 *** 0.015 -1.459 -0.005 0.009 -1.533 -0.015 * 0.009 0.340 *** 0.014
就業中の同居家族有り（＝1） 0.287 0.060 *** 0.015 0.111 -0.009 0.009 0.038 -0.020 ** 0.009 -0.030 *** 0.010
定年経験有り -0.526 -0.142 *** 0.015 -0.023 0.033 *** 0.009 0.192 0.066 *** 0.010 0.044 *** 0.010
55歳当時企業規模
　　小企業<レファレンス）
　　中企業 -0.239 -0.052 *** 0.017 -0.211 -0.009 0.010 0.099 0.036 *** 0.011 0.024 ** 0.011
　　大企業 -0.375 -0.073 *** 0.017 -0.098 0.020 * 0.010 -0.158 0.012 0.011 0.041 *** 0.011
55歳当時職種
　　専門・技術的 0.257 0.063 *** 0.021 0.076 -0.010 0.012 -0.087 -0.031 *** 0.012 -0.023 * 0.012
　　管理的 -0.234 -0.002 0.020 -0.522 -0.036 *** 0.010 -0.246 -0.002 0.012 0.040 *** 0.013
　　事務 0.089 0.022 0.025 -0.060 -0.014 0.014 0.051 0.000 0.015 -0.008 0.015
　　販売 0.280 0.033 0.026 0.196 -0.003 0.016 0.243 0.003 0.016 -0.033 ** 0.015
　　サービス 0.187 0.057 * 0.033 0.012 -0.010 0.019 -0.171 -0.033 * 0.019 -0.014 0.020
　　保安 -0.001 -0.021 0.049 0.235 0.030 0.030 0.014 -0.003 0.028 -0.006 0.028
　　運輸・通信 0.150 0.008 0.023 0.289 0.022 0.014 0.069 -0.009 0.013 -0.021 0.013
　　生産工程・労務（レファレンス）
　　農林漁 0.115 0.001 0.055 0.178 0.009 0.034 0.160 0.007 0.036 -0.017 0.031
都道府県別有効求人倍率 0.260 0.048 0.029 0.208 0.005 0.017 0.003 -0.024 0.018 -0.028 0.018
5歳階級別完全失業率 0.026 -0.003 0.007 0.088 0.008 * 0.004 0.036 0.001 0.004 -0.005 0.005
2004年調査ダミー -0.196 -0.057 *** 0.022 0.310 0.054 *** 0.014 -0.177 -0.012 0.014 0.015 0.015
60-61歳ダミー -0.153 -0.075 *** 0.029 0.019 0.004 0.019 0.409 0.069 *** 0.021 0.002 0.021
2004年＊60-61歳ダミー 0.207 0.066 * 0.034 -0.060 -0.020 0.020 -0.158 -0.032 * 0.018 -0.015 0.024
65-67歳ダミー 0.224 0.026 0.033 0.268 0.013 0.022 0.098 -0.011 0.019 -0.027 0.019
2004年＊65-67歳ダミー -0.129 -0.051 0.034 -0.097 -0.008 0.018 0.295 0.053 ** 0.024 0.006 0.019
首都圏居住ダミー 0.056 -0.005 0.014 0.152 0.012 0.009 0.089 0.003 0.009 -0.010 0.009
定数項 80.352 50.291 35.672
サンプル数 9878
対数尤度 -9067.531
LR chi2(81)  5597.840
 Prob > chi2   0.000
擬似決定係数 0.236
フルタイム パート 失業 非就業
 
係数 限界効果 標準誤差 係数 限界効果 標準誤差 係数 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差
年齢 -1.936 -0.302 *** 0.103 -1.550 -0.021 0.070 -0.721 0.095 0.070 0.228 *** 0.084
年齢二乗 0.013 0.002 ** 0.001 0.011 0.000 0.001 0.005 -0.001 0.001 -0.002 ** 0.001
厚生年金の受給資格 -0.645 -0.126 *** 0.022 -0.071 0.046 *** 0.014 -0.327 0.013 0.013 0.067 *** 0.014
非賃金収入（年金を除く）（万円） -0.027 -0.006 *** 0.001 -0.017 0.000 0.001 0.010 0.004 *** 0.000 0.003 *** 0.001
その他の公的年金・企業年金受給額(万円） -0.080 -0.015 *** 0.002 -0.026 0.004 *** 0.001 -0.030 0.003 *** 0.001 0.009 *** 0.001
個人年金額（万円） -0.107 -0.015 *** 0.005 -0.096 -0.002 0.003 -0.050 0.004 * 0.003 0.013 *** 0.002
健康状態（悪い＝1） -2.135 -0.320 *** 0.015 -1.460 -0.006 0.009 -1.538 -0.016 * 0.009 0.341 *** 0.014
就業中の同居家族有り（＝1） 0.292 0.061 *** 0.015 0.111 -0.010 0.009 0.035 -0.021 ** 0.009 -0.031 *** 0.010
定年経験有り -0.525 -0.142 *** 0.015 -0.027 0.033 *** 0.009 0.189 0.065 *** 0.010 0.044 *** 0.010
55歳当時企業規模
　　小企業<レファレンス）
　　中企業 -0.239 -0.052 *** 0.017 -0.207 -0.009 0.010 0.102 0.037 *** 0.011 0.024 ** 0.011
　　大企業 -0.378 -0.074 *** 0.017 -0.096 0.020 ** 0.010 -0.157 0.012 0.011 0.041 *** 0.011
55歳当時職種
　　専門・技術的 0.263 0.064 *** 0.021 0.076 -0.010 0.012 -0.087 -0.031 *** 0.012 -0.023 * 0.012
　　管理的 -0.232 -0.001 0.020 -0.521 -0.036 *** 0.010 -0.246 -0.002 0.012 0.040 *** 0.013
　　事務 0.091 0.024 0.025 -0.064 -0.015 0.014 0.044 -0.001 0.015 -0.008 0.015
　　販売 0.290 0.036 0.026 0.196 -0.004 0.016 0.240 0.002 0.016 -0.034 ** 0.015
　　サービス 0.180 0.056 * 0.033 0.010 -0.010 0.019 -0.180 -0.033 * 0.019 -0.013 0.020
　　保安 -0.007 -0.024 0.049 0.238 0.030 0.030 0.029 -0.001 . . -0.006 0.028
　　運輸・通信 0.159 0.010 0.023 0.290 0.021 0.014 0.072 -0.009 0.013 -0.022 * 0.013
　　生産工程・労務（レファレンス）
　　農林漁 0.110 0.001 0.055 0.173 0.009 0.034 0.152 0.006 0.036 -0.017 0.031
都道府県別有効求人倍率 0.260 0.049 * 0.029 0.206 0.004 0.017 -0.001 -0.025 0.018 -0.028 0.018
5歳階級別完全失業率 0.014 -0.005 0.007 0.091 0.009 ** 0.005 0.020 0.000 0.004 -0.004 0.005
2004年調査ダミー -0.222 -0.062 *** 0.022 0.316 0.057 *** 0.014 -0.208 -0.014 0.014 0.018 0.015
60-61歳ダミー -0.142 -0.074 ** 0.029 0.021 0.003 0.019 0.424 0.071 *** 0.021 0.000 0.021
2004年＊60-61歳ダミー 0.191 0.064 * 0.034 -0.057 -0.018 0.020 -0.179 -0.033 * 0.018 -0.013 0.024
65歳ダミー -0.087 -0.079 * 0.047 0.462 0.065 * 0.037 0.229 0.025 0.031 -0.010 0.028
66歳ダミー 0.099 0.040 0.045 0.092 0.009 0.030 -0.340 -0.045 ** 0.022 -0.005 0.027
67歳ダミー 0.566 0.102 *** 0.039 0.253 -0.018 0.024 0.172 -0.029 0.022 -0.055 *** 0.019
2004年＊65歳ダミー 0.333 0.114 ** 0.046 -0.338 -0.053 *** 0.020 -0.178 -0.039 * 0.023 -0.022 0.026
2004年＊66歳ダミー -0.236 -0.162 *** 0.056 0.166 0.009 0.031 0.910 0.169 *** 0.053 -0.016 0.025
2004年＊67歳ダミー -0.560 -0.150 *** 0.053 -0.118 0.019 0.032 0.221 0.084 ** 0.041 0.046 0.033
首都圏居住ダミー 0.055 -0.005 0.014 0.151 0.012 0.009 0.085 0.003 0.009 -0.010 0.009
定数項 72.901 51.156 27.013
サンプル数 9878
対数尤度 -9050.8271
LR chi2(81)  5631.25
 Prob > chi2   0.000
擬似決定係数 0.2373
フルタイム パート 失業 非就業
 
資料出所： 『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000 年、2004 年。   20
表 3  構造的な就業形態選択関数（コンディショナル・ロジット分析）推計結果（2000 年）  
 
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
厚生年金満額（万円） -0.049 *** 0.008 -0.030 *** 0.008 -0.025 *** 0.009
在職老齢年金制度による減額（万円） -0.026 ** 0.011
フルタイム推定月額賃金(万円） 0.020 ** 0.010
パートタイム推定月額賃金（万円） 0.024 0.026
推定失業給付（万円） 0.006 0.016
非勤労所得（年金を除く）（万円） -0.060 *** 0.010 -0.030 ** 0.013 0.027 *** 0.008
その他の公的年金・企業年金（万円） -0.060 *** 0.009 -0.025 *** 0.010 -0.032 *** 0.010
個人年金（万円） -0.166 *** 0.055 -0.148 ** 0.065 -0.041 0.037
健康状態（悪い=1） -2.216 *** 0.116 -1.429 *** 0.135 -1.625 *** 0.131
就業中の同居家族有り（=1) 0.200 * 0.109 0.009 0.126 0.075 0.122
定年経験有り -0.699 *** 0.135 -0.172 0.166 0.244 * 0.148
55歳当時企業規模ダミー
小企業（レファレンス）
中企業 -0.098 0.130 -0.066 0.159 0.078 0.141
大企業 -0.213 0.152 0.089 0.164 -0.022 0.153
都道府県別有効求人倍率 0.318 0.293 0.215 0.348 -0.215 0.337
55歳ダミー（レファレンス）
56歳ダミー -1.368 1.108 -1.484 1.217 -1.133 1.213
57歳ダミー -1.021 1.167 -0.992 1.270 -0.966 1.287
58歳ダミー -2.164 ** 1.054 -2.189 * 1.172 -1.186 1.143
59歳ダミー -2.503 ** 1.041 -2.440 ** 1.141 -1.505 1.129
60歳ダミー -2.724 *** 1.038 -1.665 1.111 -1.083 1.124
61歳ダミー -2.704 *** 1.040 -1.275 1.117 -1.511 1.130
62歳ダミー -3.086 *** 1.038 -1.514 1.113 -1.675 1.128
63歳ダミー -3.384 *** 1.037 -1.743 1.116 -1.999 * 1.128
64歳ダミー -3.640 *** 1.038 -1.895 * 1.111 -1.937 * 1.126
65歳ダミー -4.292 *** 1.041 -1.905 * 1.113 -2.009 * 1.135
66歳ダミー -4.366 *** 1.042 -2.293 ** 1.115 -2.644 ** 1.139
67歳ダミー -4.136 *** 1.040 -2.129 * 1.120 -2.232 ** 1.136
68歳ダミー -4.918 *** 1.045 -2.180 * 1.116 -2.589 ** 1.138
69歳ダミー -5.005 *** 1.048 -2.452 ** 1.129 -2.893 ** 1.142
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表 4  構造的な就業形態選択関数（コンディショナル・ロジット分析）推計結果（2000 年）  
説明変数の変化
フル パート 失業 非就業
厚生年金満額（万円） 実績値→1万円増加 -0.47 -0.03 0.04 0.46
在職老齢年金制度による厚生年金減額（万円） 実績値→1万円増加 - 0 . 3 80 . 1 10 . 1 30 . 1 4
フルタイム推定月額賃金(万円） 実績値→1万円増加 0.29 -0.08 -0.10 -0.11
パートタイム推定月額賃金（万円） 実績値→1万円増加 -0.10 0.23 -0.05 -0.08
推定失業給付（万円） 実績値→1万円増加 -0.03 -0.01 0.07 -0.02
非勤労所得（年金を除く）（万円） 実績値→1万円増加 -0.90 -0.08 0.64 0.33
その他の公的年金・企業年金（万円） 実績値→1万円増加 - 0 . 6 10 . 0 70 . 0 10 . 5 2
個人年金（万円） 実績値→1万円増加 -1.61 -0.61 0.68 1.54
健康状態（悪い=1） すべて0→すべて1 -20.10 -2.43 -4.73 27.26
就業中の同居家族有り（=1) すべて0→すべて1 2.52 -0.89 -0.24 -1.40
定年経験有り すべて0→すべて1 -11.94 1.14 6.81 3.99
都道府県別有効求人倍率 実績値→1%point増加 4.70 0.96 -3.78 -1.89
55歳当時企業規模
小企業（レファレンス）
中企業 すべて0→すべて1 -1.57 -0.35 1.45 0.47
大企業 すべて0→すべて1 - 3 . 4 01 . 8 00 . 6 70 . 9 3
55歳ダミー（レファレンス）
56歳ダミー すべて0→すべて1 -9.52 -5.31 -3.21 18.04
57歳ダミー すべて0→すべて1 -6.81 -3.25 -3.39 13.46
58歳ダミー すべて0→すべて1 -17.20 -7.18 -0.61 24.98
59歳ダミー すべて0→すべて1 -19.19 -7.49 -2.34 29.02
60歳ダミー すべて0→すべて1 -25.29 -3.62 2.86 26.05
61歳ダミー すべて0→すべて1 -24.60 -0.07 -2.08 26.75
62歳ダミー すべて0→すべて1 -28.05 -0.63 -1.94 30.62
63歳ダミー すべて0→すべて1 -30.30 -1.27 -3.64 35.21
64歳ダミー すべて0→すべて1 -33.09 -1.85 -2.14 37.08
65歳ダミー すべて0→すべて1 -39.74 -0.42 -1.34 41.50
66歳ダミー すべて0→すべて1 -38.41 -2.84 -6.21 47.46
67歳ダミー すべて0→すべて1 -37.25 -2.45 -3.62 43.31
68歳ダミー すべて0→すべて1 -43.88 -0.91 -5.10 49.90
69歳ダミー すべて0→すべて1 -43.47 -2.93 -7.04 53.44
資料出所：『高年齢者就業実態調査』厚生労働省2000年。
推計就業確率の変化幅（％ポイント）
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表 5  2 段階推定法による賃金関数（順序ロジット分析と最小二乗法）推計結果（2000 年）  
係数 ｚ値 係数 ｚ値 係数 ｚ値
厚生年金の受給資格 -0.369 *** -5.21
その他の公的年金・企業年金受給額（万円） -0.017 *** -4.23
個人年金受給額 -0.073 *** -3.14
非賃金収入（年金を除く）（万円） -0.028 *** -9.49
健康状態（悪い＝1） -0.779 *** -15.93
就業中の同居家族有り（＝1） 0.084 * 1.87
定年経験有り -0.475 *** -9.2 -0.301 *** -10.08 -0.288 *** -3.08
学歴
　　中学卒業または同程度（レファレンス）
　　高校・短大卒業または同程度 -0.026 -0.51 0.035 * 1.67 0.011 0.13
　　大学卒業または同程度 -0.050 -0.66 0.202 *** 6.34 0.179 1.41
55歳当時企業規模
　　小企業<レファレンス）
　　中企業 -0.052 -1.01 0.146 *** 6.55 0.231 *** 2.76
　　大企業 -0.081 -1.45 0.251 *** 10.35 0.186 ** 2.17
55歳当時職種
　　専門・技術的 0.240 *** 2.71 0.250 *** 6.84 0.295 ** 2.21
　　管理的 -0.011 -0.15 0.275 *** 9.07 0.090 0.72
　　事務 -0.023 -0.29 0.143 *** 4.15 0.095 0.77
　　販売 0.188 ** 2.26 0.059 * 1.82 -0.086 -0.62
　　サービス 0.141 1.22 -0.090 ** -1.97 0.231 1.16
　　保安 0.062 0.38 -0.196 *** -2.64 0.272 1.3
　　運輸・通信 0.068 0.98 -0.003 -0.09 -0.090 -0.88
　　生産工程・労務（レファレンス）
　　農林漁 -0.082 -0.52 -0.019 -0.23 0.188 0.85
都道府県別有効求人倍率 0.214 * 1.69 0.100 * 1.83 -0.007 -0.04
首都圏ダミー -0.070 -1.42 0.117 *** 5.44 0.213 *** 2.74
55歳ダミー（レファレンス）
56歳ダミー -0.161 -0.95 -0.039 -1.03 -0.016 -0.05
57歳ダミー -0.054 -0.3 -0.035 -0.89 0.010 0.03
58歳ダミー -0.473 *** -2.97 -0.040 -1.04 -0.191 -0.51
59歳ダミー -0.558 *** -3.58 -0.067 * -1.76 0.175 0.51
60歳ダミー -1.019 *** -6.33 -0.263 *** -5.21 -0.005 -0.02
61歳ダミー -0.887 *** -5.39 -0.269 *** -5.3 -0.279 -0.89
62歳ダミー -1.028 *** -6.27 -0.353 *** -6.74 -0.282 -0.88
63歳ダミー -1.121 *** -6.84 -0.373 *** -6.64 -0.372 -1.16
64歳ダミー -1.280 *** -7.78 -0.384 *** -6.54 -0.232 -0.72
65歳ダミー -1.454 *** -8.75 -0.477 *** -6.9 -0.274 -0.81
66歳ダミー -1.437 *** -8.49 -0.480 *** -7.03 -0.257 -0.76
67歳ダミー -1.369 *** -8.15 -0.440 *** -6.71 -0.428 -1.26
68歳ダミー -1.653 *** -9.69 -0.485 *** -5.89 -0.296 -0.86
69歳ダミー -1.726 *** -9.95 -0.512 *** -5.94 -0.527 -1.5
λ 0.021 0.48 0.124 1.36
定数項 3.250 *** 63.83 2.406 *** 7.35
カット・ポイント1 -2.006 ***
カット・ポイント2 -1.593 ***
サンプル数 4374 2264 478
擬似決定係数 0.253
対数尤度 -3108.37
LR chi2(76)  2099.44
Prob > chi2  0.000
F値 50.58 4.11
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55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69
(歳)
(%)
推計フル 推計パート 推計失業 推計非就業 実数フル 実数パート 実数失業 実数非就業
 
資料出所： 『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000 年。 
備考：推定就業率は表 3 の推計結果をもとに算出し、年齢別の平均をとったもの。 
 
 




　限界効果（2000年60－61歳→2004年60－61歳） 6.63% point * -1.96% point -3.21% point * -1.47% point
構造形　シミュレーション
　厚生年金定額部分支給開始60歳→62歳 3.78% point -0.79% point -0.34% point -2.66% point





　限界効果（2000年65－67歳→2004年65－67歳） -5.08% point -0.82% point 5.32% point ** 0.58% point
構造形　シミュレーション
　60歳代後半在職老齢年金制度65－67歳に適用 -0.15% point 0.04% point 0.03% point 0.08% point
フルタイム就業 パートタイム就業 就業希望 非就業
 
資料出所： 『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000 年、2004 年。 
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図 6  在職老齢年金制度下での予算制約線と労働供給の決定 



























変化幅 ( 1.58% point) ( -0.26% point) ( -0.30% point) ( -1.02% point)
ケース2
変化幅 ( 5.17% point) ( -0.49% point) ( -0.52% point) ( -4.16% point)
ケース3
変化幅 ( 11.95% point) ( -1.80% point) ( -0.91% point) ( -9.24% point)
ケース4






支給開始年齢60歳→65歳 54.31% 13.12% 17.26% 15.31%
厚生年金定額部分の支給開
始年齢60歳→65歳 46.45% 13.99% 19.85%
23.76%
厚生年金定額部分の支給開
始年齢60歳→62歳 43.13% 14.29% 19.81% 22.77%
ベースライン（当該年齢層の
各確率平均） 41.72% 14.59% 19.94%
フルタイム就業 パートタイム就業 就業希望 非就業
 
資料出所： 『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000 年。 
本来年金額 Z
普通勤務による








計が 22 万円以上 
賃金が 34 万円以上 
余暇時間  労働時間 
無差別曲線
賃金率 tanθ 
月間所得   25
 




変化幅 ( -0.10% point) ( 0.03% point) ( 0.02% point) ( 0.05% point)
ケース2







22.50% 15.46% 15.01% 47.03%
ベースライン（当該年齢層の
各確率平均） 22.60% 15.44% 14.99%
フルタイム就業 パートタイム就業 就業希望 非就業
 
資料出所： 『高年齢者就業実態調査』厚生労働省、2000 年。   26
Appendix 表 9  構造形モデルにおける可処分所得と労働時間 
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差
平均労働時間 181時間／月 70時間／月 0時間／月
可処分所得（万円） 34.47 10.85 28.32 10.69 20.18 10.42
可処分所得（厚生年金定額部分受給開始65歳ケース） 33.73 10.93 25.52 10.49 17.69 10.52
可処分所得（厚生年金受給開始65歳ケース） 33.01 11.19 21.67 11.90 14.20 12.20






Appendix 表 10  構造形モデル推計結果（H と Y の交差項を含まない） 
係数 標準誤差 z値
α*1= 健康状態（悪い＝1） -0.020 *** 0.001 -21.95
α*2= 就業中の同居家族有り（＝1） 0.001 0.001 0.97
α*3= 定年経験有り 0.001 0.001 0.71
α*4= 首都圏居住ダミー -0.002 ** 0.001 -2.24
55歳ダミー（レファレンス）
α*5= 56歳ダミー -0.103 *** 0.004 -28.62
α*6= 57歳ダミー -0.090 *** 0.003 -27.09
α*7= 58歳ダミー -0.142 *** 0.003 -50.06
α*8= 59歳ダミー -0.097 *** 0.003 -35.28
α*9= 60歳ダミー -0.105 *** 0.002 -44.07
α*10= 61歳ダミー -0.097 *** 0.002 -42.02
α*11= 62歳ダミー -0.098 *** 0.002 -43.75
α*12= 63歳ダミー -0.100 *** 0.002 -44.6
α*13= 64歳ダミー -0.102 *** 0.002 -45.38
α*14= 65歳ダミー -0.113 *** 0.002 -47.97
α*15= 66歳ダミー -0.112 *** 0.002 -46.75
α*16= 67歳ダミー -0.109 *** 0.002 -45.96
α*17= 68歳ダミー -0.114 *** 0.002 -47.85
α*18= 69歳ダミー -0.113 *** 0.002 -47.07
55歳当時企業規模
　　小企業（レファレンス）
α*19= 　　中企業 1.682E-04 0.001 0.19
α*20= 　　大企業 0.005 *** 0.001 4.99
55歳当時職種
α*21= 　　専門・技術的 0.017 *** 0.001 12.37
α*22= 　　管理的 0.013 *** 0.001 11.13
α*23= 　　事務 0.005 *** 0.001 4.14
α*24= 　　販売 0.010 *** 0.001 7.41
α*25= 　　サービス 0.010 *** 0.002 5.7
α*26= 　　保安 0.013 *** 0.003 4.68
α*27= 　　運輸・通信 0.007 *** 0.001 5.71
　　生産工程・労務（レファレンス）
α*28= 　　農林漁 -0.002 0.003 -0.8
-0.011 *** 0.000 -93.24
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Appendix  表 11  構造形モデル推計結果（H と Y の交差項を含む） 
係数 標準誤差 z値
α*1= 健康状態（悪い＝1） -0.013 *** 0.001 -16.64
α*2= 就業中の同居家族有り（＝1） 0.001 0.001 1.5
α*3= 定年経験有り 0.001 0.001 1.02
α*4= 首都圏居住ダミー -0.004 *** 0.001 -4.84
55歳ダミー（レファレンス）
α*5= 56歳ダミー -0.118 *** 0.003 -34.41
α*6= 57歳ダミー -0.108 *** 0.003 -33.77
α*7= 58歳ダミー -0.153 *** 0.003 -58.41
α*8= 59歳ダミー -0.114 *** 0.003 -43.79
α*9= 60歳ダミー -0.123 *** 0.002 -56.58
α*10= 61歳ダミー -0.117 *** 0.002 -54.91
α*11= 62歳ダミー -0.118 *** 0.002 -56.86
α*12= 63歳ダミー -0.119 *** 0.002 -57.78
α*13= 64歳ダミー -0.121 *** 0.002 -58.64
α*14= 65歳ダミー -0.131 *** 0.002 -61.23
α*15= 66歳ダミー -0.130 *** 0.002 -59.32
α*16= 67歳ダミー -0.128 *** 0.002 -59.08
α*17= 68歳ダミー -0.131 *** 0.002 -60.76
α*18= 69歳ダミー -0.131 *** 0.002 -59.71
55歳当時企業規模
　　小企業（レファレンス）
α*19= 　　中企業 -0.005 *** 0.001 -6.06
α*20= 　　大企業 -0.004 *** 0.001 -4.53
55歳当時職種
α*21= 　　専門・技術的 0.005 *** 0.001 3.94
α*22= 　　管理的 0.003 *** 0.001 3.19
α*23= 　　事務 -0.001 0.001 -0.76
α*24= 　　販売 0.006 *** 0.001 4.71
α*25= 　　サービス 0.013 *** 0.002 7.91
α*26= 　　保安 0.013 *** 0.002 5.49
α*27= 　　運輸・通信 0.006 *** 0.001 5.72
　　生産工程・労務（レファレンス）
α*28= 　　農林漁 -2.059E-04 0.002 -0.09
-0.015 *** 0.000 -80.91
1.455E-04 *** 0.000 15.47
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・  普通勤務で賃金のある場合は、年金が 2 割減額。 
・  年金の 8 割と賃金月額の合計が 22 万円未満の場合、2 割減額のみ。 
・  年金の 8 割と賃金月額の合計が 22 万円以上かつ賃金が 34 万円以下の場合、賃金
1 に対し年金 0.5 が減額される。 
・  年金の 8 割と賃金月額の合計が 22 万円以上かつ賃金が 34 万円を超える場合、賃
金 1 に対し年金 1 が減額される。 
計算式 
R：在職老齢年金額 
Z：厚生年金満額（＝厚生年金受給額 if 非就労） 
W：月額賃金  （or  推定フルタイム賃金月額） 
L：在職老齢年金制度による支給停止額（=R-Z） 
対象者：60~64 歳 & 就業者 & 厚生年金受給資格者 &  (在老受給者｜全額支給停止者) 
付表１  厚生年金満額逆算式 






















※  構造形の就業状態選択関数では、パート就労者や非就労者の推定在職老齢年金額が必要 
付表２の逆算方法に基づき（Z_c1 を Z で代入） 、推定フルタイム賃金月額を元に推計。  
→  在職老齢年金制度による減額＝在職老齢年金額 – 厚生年金満額
                                                        
18  推定額を逆算する際、月額賃金は標準報酬月額に換算してから計算されている。   30
＊Case1：特別支給の厚生年金定額部分の支給開始年齢が 62 歳に引き上げ 
○  厚生年金満額再計算：60-61 歳厚生年金受給資格者の満額から定額部分を除く 
  Z_c1：Case1 の制度変更後の厚生年金満額 
※加入期間を平成 11 年新規裁定者の平均加入期間 418 ヶ月と仮定 
60 歳の年金満額（平成 12 年厚生年金定額部分基本単価：1676 円、支給率：1.208） 
Z_c1 = Z-(0.0001*1676*1.208*418)/12 
61 歳の年金満額（平成 12 年厚生年金定額部分基本単価：1676 円、支給率：1.246） 
Z_c1 = Z-(0.0001*1676* 1.246*418)/12 
制度不適用者 
Z_c1 = Z 
 
○  新しい年金満額における在職老齢年金による減額の再計算 
フルタイム就業者の W      ：調査時点での実際の賃金月額 
パート就労者・非就労者の W：フルタイム就業した場合の推定賃金月額 
 
付表２  在職老齢年金額の逆算式 
条件式  在職老齢年金額逆算式 




R_c1 = 0.8Z_c1-0.5(W+0.8Z_c1-22) 




R _c1= 0.8Z_c1-0.5(34+0.8Z_c1-22)-(W-34) 








R _c1= 0.8Z_c1-0.5*34 – (W-34) 
R _c1= -W+0.8Z_c1+17 
※もともと全額支給停止者については、制度変更後も全額支給停止となる。 
→  この在職老齢年金額より、在職老齢年金減額額（L_c1 = R_c1-Z_c1）を計算 
 
＊Case2：厚生年金定額部分の支給開始年齢が 65 歳に引き上げ 
Case1 と同様の推計方法を 60 歳から 64 歳までに適用する。厚生年金定額部分を各年齢
において推計する際、支給率は 62 歳で 1.286、63 歳で 1.327、64 歳で 1.369 とする。   31
 
＊Case3：厚生年金定額部分・報酬比例部分支給開始年齢が 65 歳に引き上げ 
厚生年金満額（Z_c3） ：55-64 歳層で 0 






＊Case1（60 歳代後半） ：在職老齢年金制度が 65-67 歳に適用される場合の在老の計算方法 
新制度の内容 
・  総報酬制による計算 
・  定額部分は減額の対象外  ※国民年金受給額を 5.3 万円と想定
19 
・  賃金と老齢厚生年金（報酬比例部分）との合計が 48 万円未満：減額なし。 





W：月額賃金（年間賞与を月収 5 ヶ月と想定。標準報酬月額を月額の 1.4 倍と計算） 
対象者：65 歳～67 歳 & フルタイム就業 & 厚生年金受給者 
 
付表３  在職老齢年金額の逆算式 
条件式  在職老齢年金計算式 
If  (1.4W+Z)<  (48+5.3)  R_c3=  Z 
If (1.4W+Z)>= (48+5.3)  R _c3= Z-0.5((1.4W+Z)-(48+5.3)) 
L：在老による減額  L_c3＝R_c3-Z 
（減額されるのは 29 人） 
 
＊Case2（60 歳代後半） ：在職老齢年金制度が 65-69 歳に適用される場合の在老の計算方法 
Case1（60 歳代後半）の対象を 65-69 歳に拡大して、R_c4 と L_c4 を推計 
（減額されるのは 44 人） 
 
                                                        
19  各年齢における新規裁定時期の新規裁定者平均の平均を取った。 （2000 年 65 歳は 2000 年の新規裁定
者の国民年金受給額平均、2000 年 66 歳は 1999 年の新規裁定者の国民年金受給額平均、2000 年 67 歳は
1998 年の新規裁定者の国民年金受給額平均）   32
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